
◎ 平成２２年度一般会計予算の概要 

（１）予算規模 
一般会計の当初予算額は、３３８億２千万円で前年度より２１億６千万円増、率

にして６．８％の伸びとなりました。子ども手当の創設に伴い大幅な増となってい

ますが、これを除いても２．３％の増加となっています。 
  
（２）歳入 
○ 市税は、前年度に比べ４３９万６千円の増となり、経済状況が厳しい状況にあ

って、前年度並みを確保することができました。また、前年度に引続き、今年度

も過去最高額を更新することとなりました。これは、景気低迷の影響を受け、市

民税が５億４５７０万８千円の減収となるものの、新三郷ららシティにおける開

発の進行などにより固定資産税（国有資産等所在市町村交付金を含む）が４億１

５３１万４千円増えることに加え、地方たばこ税の税率改正による市たばこ税の

増などにより、全体で増加となるものです。 
 
○ 地方特例交付金は、子ども手当の創設に伴う制度改正があり、前年度に比べ 

８０００万円（５３．３％）増の２億３０００万円となっています。 

 
○ 地方交付税のうち、普通交付税については予算計上を見送りました（１０００

万円皆減）。一方、特別交付税は１０００万円（５．６％）増となり、地方交付

税全体では、前年度と同額の１億９０００万円となっています。 
 
○ 国庫支出金は、４９億６６８０万７千円で、前年度に比べ２０億６４１９万３

千円（７１．１％）の増加となっています。これは、子ども手当負担金や生活保

護負担金など扶助費に係る負担金が大きく増加したほか、小・中学校の耐震化工

事に係る補助金の増加などによるものです。 
 
○ 県支出金は、１７億７０６１万２千円で、前年度に比べ３億８３５５万９千円

（２７．７％）の増加となっています。これは、国庫支出金同様、子ども手当に

係る負担金が増加したほか、埼玉県緊急雇用創出基金市町村補助金やふるさと雇

用再生基金市町村補助金といった雇用対策に対する補助金の増、国勢調査及び参

議院議員選挙に関する委託金の増などによるものです。 
 
○ 市債は、前年度比１億６９４０万円（５．５％）増の３２億７４８０万円とな

っています。平成２２年度は、公的資金補償金免除繰上償還に係る借換債を発行

しないため２億７８５０万円が皆減となるものの、普通建設事業債が２億４７９

０万円増加するほか、赤字地方債である臨時財政対策債が１億３０００万円増加

することなどにより、前年度を上回るものです。 
 



 

（３）歳 出 
○ 総務費は４６億１８１６万８千円で、市長選挙及び参議院議員選挙の経費、国

勢調査事務費の増加などにより、前年度に比べ１．３％の増となりました。 
 
○ 民生費は、１２５億２３４５万円で、前年度に比べ２３．２％の増となってい

ます。これは、平成２２年度から「子ども手当」の支給が始まることに伴い大き

く増加（約１４億円）していることのほか、生活保護費も大幅に増加（約７億円）

したことなどによるものです。また、ふくし総合相談窓口の開設や子ども医療費

の対象拡大、児童センターの運営委託費など市独自の事業経費も増加しています。 
 
○ 衛生費は、斎場の改修工事が終了したため、前年度から６．０％減少し、 
２４億７８７２万９千円となっています。なお、女性がん検診に係る経費や不燃

物処理経費などが増加しています。 
 
○ 労働費は、雇用対策として「就業支援・新規雇用創造事業費」を大幅に増額し、

前年度比４８．２％増の２億３１７１万３千円となっています。 
 
○ 農林水産業費は、地産地消推進の一環として、三郷市特産の小松菜をＰＲする

経費などを増加したことなどにより、前年度より９．２％の増加となっています。 
 
○ 商工費は、「ららほっとみさと」など三郷市をＰＲするための経費を増加し、

前年度比４．１％の増となりました。 
 
○ 土木費は、平成２２年度に予定していた事業の一部を国の「きめ細かな臨時交

付金」の対象とし、平成２１年度に前倒しして実施するため、２．４％減の 
４０億６９００万５千円となりました。なお、橋りょうの架替え工事や排水機場

の改修工事費などが増加しています。 
 
○ 消防費は、１５億４０７７万６千円で、前年度比６．２％の増となっています。

消防団機械器具置の新設や消防車両整備に係る経費の増などによるものです。 
 
○ 教育費は３２億４２４８万３千円で、前年度に比べ、４．５％の増となりまし

た。小・中学校司書配置事業（３８９９万円）や早稲田中学校校庭夜間照明施設

整備事業（３７７０万円）、総合体育館施設整備事業（４０８０万円）など新た

な事業に要する経費のほか、小・中学校の耐震化工事費（８８８３万４千円増）

などが増加しています。 
 
○ 公債費は、前年度比７．１％減の、４２億４７１５万１千円となりました。こ

れは、既発行債の借換えに伴う繰上償還が終了したことや、過去に発行した市債

の償還が終了したことなどによるものです。 


